
入  札  公  告 

 次のとおり事後審査型条件付き一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。 

 

  令和６年４月 11日 

                                   奈良県広域消防組合 

                                    管理者 亀田 忠彦 

第１ 入札に付する事項 

工 事 名 磯城消防署移転新築工事 

工 事 場 所 奈良県磯城郡田原本町大字宮古 433-１他 

工 事 期 間 契約締結日翌日から令和８年２月 27日まで 

工 事 概 要 

１ 庁舎棟の新築工事 

２ 車庫棟の新築工事 

３ 屋外付帯工事（造成工事含む） 

４ 上記１～３に係る造成工事、建築工事、電気設備工事、機械設備工事及び

外構工事 

設計金額（予定価格） 金 1,650,517,000円（税含） 

最低制限価格の設定 金 1,518,475,640円（税含） 

前 払 金 

（ 1 0 分 の ４ ） 

請求可。 

ただし、保証事業会社と保証契約を締結した場合のみ、前払金の支払いを発注

者に請求することができる。 

中 間 前 払 金 

（ 1 0 分 の ２ ） 

請求可。 

ただし、保証事業会社と保証契約を締結し、下記１～３の条件を満たしている

場合に中間前払金の支払いを発注者に請求することができる。 

１ 工期の２分の１を経過していること。 

２ 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべき作業が行われ

ていること。 

３ 工事の進捗出来高が請負金額の２分の１以上に達していること。 

 

第２ 入札に参加する者に必要な資格 

１ 奈良県が発注する建築一式工事の入札に参加する者として登録されている者であり、下記（１）～

（９）の要件を満たしていること。 

（１）入札参加形態  

２者又は３者の特定建設工事共同企業体とする。ただし、共同企業体構成員は、２以上の共同企

業体構成員となることはできない。 

（２）施工方式と共同企業体構成員の出資比率  

共同施工方式とし、共同企業体構成員の出資比率について、２者の場合はいずれも 30％以上、

３者の場合はいずれも 20％以上であり、かつ、共同企業体代表者の出資比率については、共同企

業体構成員中最大又は最大と同比率であること。 

（３）共同企業体構成員の地域条件  

組合管内本店業者、組合管内準本店業者、奈良県内本店業者又は奈良県内準本店業者であるこ

と。ただし、組合管内本店業者又は組合管内準本店業者の構成員を１者以上含むこと。 



（４）共同企業体構成員の総合評定値（Ｐ）  

建築一式工事が 900点以上であること。 

（５）共同企業体構成員の資本金  

   資本金 4,000万円以上の法人であること。 

（６）共同企業体構成員の建設業許可  

特定建設業の建築工事業許可であること。 

（７）共同企業体構成員の配置技術者  

   建築工事業に係る１級の資格を有する監理技術者を工事期間中専任で配置できること。なお、監

理技術者を置くことが必要な工事については、共同企業体代表者の監理技術者をもって充てるこ

と。また、共同企業体各構成員と、入札参加資格確認申請書の提出期限日を基準として３か月以上

の直接的かつ恒常的な雇用関係があること。 

（８）共同企業体構成員の配置技術者実績  

過去 10年以内に建築一式工事に係る監理技術者として従事経験を有すること。 

（９）共同企業体構成員の会社施工実績  

過去 10 年以内に単体又は共同企業体構成員として契約金額３億 3,000万円以上の建築一式工事

元請実績１件以上を有すること。 

２ 奈良県広域消防組合において入札参加資格停止の期間中の者でないこと。 

３ 地方自治法施行令第 167条の４第１項及び第２項の規定に該当する者でないこと。 

 

第３ 入札スケジュール 

入札参加申請受付期間  令和６年４月 11日 13時から令和６年５月８日 12時まで 

現場確認受付日時 設定していません。 

現 場 確 認 日 時 設定していません。 

質 疑 期 日 令和６年５月 10日 12時まで 

質 疑 回 答 期 限 令和６年５月 16日 17時まで 

入 札 書 到 着 期 限 令和６年５月 22日 17時まで 

開 札 日 時 令和６年５月 23日 10時 00分 

開 札 場 所 
奈良県橿原市慈明寺町 149番地の３ 

奈良県広域消防組合消防本部 南館２階会議室 

 

第４ その他特記事項 

入 札 方 法 入札説明書参照 

落 札 者 の 決 定 入札説明書参照 

入 札 保 証 金 免除 

契 約 保 証 金 免除 

議 会 の 議 決 必要 

※入札の詳細については、入札説明書を参照すること。 

※組合管内本店業者：組合構成市町村内に本店（本社）を置く業者をいう。 

※組合管内準本店業者：組合構成市町村内に契約に係る権限を委任した準本店（支店、営業所等）を置く業者を

いう。 

※奈良県内本店業者：奈良県内に本店（本社）を置く業者をいう。 

※奈良県内準本店業者：奈良県内に契約に係る権限を委任した準本店（支店、営業所等）を置く業者をいう。 


